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第 3章◆平成 16年財政再計算結果との比較

第 3章 平成 16年財政再計算結果との比較

本章では、公的年金各制度の財政状況をより的確に把握するため、積立金や財政指標について、

実績と平成 16年財政再計算結果を比較する。

1 財政計画と比較する際の留意点

平成 16年財政再計算時に作成された財政計画上の将来見通しと実績を比較する際に

留意すべき点は、次のとお りである。

① 全額支給停止となる者の取扱い

将来見通しは、各制度 ともに受給者 (受給権者から年金が全額支給停止となる者を

除いたもの)について作成 されていることから、本章では、将来見通しの比較対象と

なる実績についても受給者ベースのものを使用する
注
。

注 年金扶養比率を比較する際も、分母は受給権者数ではなく受給者数とする。        '

② 被保険者数・受給者数の取扱い

厚生年金と国民年金の平成 16年財政 11手計算では、被保険者数・受給者数の将来見通

しは、年度末の人数ではなく、前年度末の人数と当年度末の人数を｀「 均した年度‖l平

均人数により示されていることから、本章では、両‖il度の被保険者数・受給者数の実

績は、前年度末の実績 と当イ1■度末の実績を14均 したイli度問平均人数を使用し、将来兄

通 しと比1交する。

③ 厚生旬i金の実績の取扱い

本章では、厚生年金の決算ベースの実績に以下の修 iEを加えた 「実績推計」を作成

し、将来見通 じと比較する。

1)厚 41年金基金の代行部分の取扱い

厚′L年金の 14成 16年財政再計算では、厚生年金基金が代行している部分を含めた   ・

厚生年金1:J度全体について将来見通 じが作成されていることから、以下のとお り修

lIを力‖える。

○ 保険料収入に厚生年金基金に係る免除保険料を加える。

○ 給付費に厚生年金基金から給付されている代行給付額 (年度末の最低責任準備
、金を算出する際に用いられている額)を力‖える。

○ 積立金額に厚生年金基金の最低責任準備金を力機え、運用収入にその修正等によ

り発生 したであろう運用収入を加える。
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○ 収入から解散厚生年金基金等徴収金を控除する。
2)国庫負担繰延額などの取扱い

将来見通しにおいては、積立金額に国庫負担繰延額などの未収部分が加算された

ものとして作成されていることから、以下のとお り修正を加える。

○ 積立金額に国庫負担繰延額を加え (平成 17年度までは公社未移換積立金残高も
加える)、 運用収入にその修正等により発生したであろう運用収入を加える。さら

に、横立金に独立行政法人への出資金の うち将来の給付費等への充当を予定して

いる分を力||え る。

○ 収人から積立企相当額納付金及び積立金より受入を除き、独立行政法人福祉医
療機構納付金 (平成 18年度については年金資金運用基金資産承継収入)を控除す

る (平成 17イ |=度については、その他支出から財政融資資金繰上償還等資金財源を

1空 1除づ
~る
)。

3)基礎年全部分の取扱い

将来見通 しにおいては、給付費は基礎年金交付金相当の部分等を除いた独自給付

部分について示されていることから、収入から基礎年金交付金及び職 j或等費用納付

金を、給付費から基礎年金交付金利1ソ1額及び職 j或等費用納付金相 )'1雀1を控除する。

④ 111民年金の実績の取扱い

本 11では、国民年金の決算ベースの実績に以下の修正を加えた 「実紺i推諄卜」を作成

し、 1子メ()也通 しと士ヒ1交づ
~る
。

1)111庫負夕t繰延額などの取扱い

1可民年金の
｀F成 16年財政 1呼計算では、横 t金額にll・・l庫負担1繰延額などの未収部分

が加算されたものとして作成されていることから、以下のとお り修 11:を加える。

○ 積立金額に国庫負担繰延額及び独立行政法人への出資金の うち将来の給付費等
への充当を 予定している分を加える。

○ 収入から績立金相当額納付金及び積立金より受入を除き、独立行政法人福れL医

療機構納付金 (平成 18年度については年金資金運用基金資産承継収入)を控除す

る (平成 17年度については、その他支出から財政融資資金繰 L償還等資金財源を

控除する)。

2)堪礎年金自
`分

の取扱い

将来見通 しにおいては、給付費は基礎旬i金交付金相当の部分等を除いた独自給付

部分について示されていることから、収入から基礎年金交付金を、給付費から基礎
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年金交付金相当額を控除する。

⑤ 基礎年金拠出金 0基礎年金交付金の取扱い

1)将来見通 しとの比較

基礎年金拠出金、基礎年金交付金 (報告されている場合)の将来見通 しは、確定

値ベースで報告を受けていることから、本章では、これ らと比較する実績について

も確定値ベースのものを用いる。

2)基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担の取扱い

平成 16年財政 l呼計算の将来見通しにおける平成 17～20年度の基礎年金拠出金に

係る国庫・公経済負‖1については、平成 16年改正に基づき各制度とも拠出金の (1/3

+11/1000)相 当額として見込まれているが、その後の制度改正により、平成 17年

度以降の当該国庫 。公経済負|:!が 引き上げられていることから、14成 17年度以降の

比較にあたつては、各制度の将来見通しに、可′成 16年改正後の基礎年金拠出金に係

る国庫 。公経済負担1の引上げを反映させたものを用いる。なお、特別国庫負担につ

いては、特に考慮 していない。

⑥ 給付費の取扱い

厚41年金 と国民年金における給付費の将来見通しは基礎年金交付金に係る湖S分等を

含めずに作成されていることから、本章では、全制度 とも給付費の実績 と将来見通し

との比 1交はイテわず、代わりに 「実質的な文出」との比較を行 う。

⑦ 積立金等の取扱い

運用収入、収支残及び積立金は、時価ベースで記述 し、簿価ベースについては、そ

の旨を明示して記述 している。

③ 実績 と将来見通 しとの乖離

将来見通しについては、厚41年金は平成 13年度末 (平成 14年度実績 も反映)、 国共

済、地共済は平成 14年度末 (14成 15旬i度実績も反映 )、 私学共済は平成 15年度末の

データを基礎 として作成されている。彼保険者数や横立金のようなス トックデータの

実績 と将来見通 しとの乖離は、毎年度発41iする乖離が累積 したものであることから、

将来見通 しの作成の基礎 となるデータ年度から、将来見通 しが公表される最初の年度

までの将来見通 しについても、実績との比較を検討する必要がある。

⑨ 国共済と地共済の取扱い

田共済と地共済は、決算はそれぞれ lllll別 に行われているものの、平成 16年度からの

財政単位の一元化により、財政再計算では国共済と地共済を
‐
体として取り扱った将

- 88 -



第 3章◆平成 16年財政再計算結果との比較

来見通 しが示されているとともに、参考として、国共済、地共済各々の将来見通 しも

示されている。

本章では、国共済及び地共済の決算ヒアリングの結果を入に国共済・地共済合算分

(「国共済 +地共済」と表記)の数値を作成 し、国共済、地共済それぞれに加え、「国

共済十地共済」についても実績と平成 16年財政再計算結果を比4交する。

(参考)マクロ経済スライドについて

平成 16年改正では、マクロ経済スライドにより給付水準を自動調整する仕組みが導入され

たが、物価スライド特例 (平成 12～ 1′1年度の 3年間、消費者物価指数が低下したにも関わら

ず、年金額を引き下げずに据え置く特例措置)に よる物価下落率の累積分 (1.7%)が解消さ
れるまでのrりは、マクロ経済スライ ドは倦IIJJさ れないこととなつている。

なお、平成 17～ 20イ li度については、物価スライド特例が解消されなかったため、マクロ経

済スライドは発動さオtなかった。

2 積立金の実績と将来見通しとの乖離の分析

本節では、被用者年金について、平成 20年度末の横 Lヽ金の「実績」が「将来見通し」

と乖離 した要因を分析する。

なお、｀「
成 16イ [:財政 1呼計算における「将来見通 し」には、 1`4成 16イ

「
改lli後 に行わ

れた平成 1711度以降の基礎イ|■金の国庫・公経済負夕1の引 llげが反映されていないこと

から、このり1上げ分を反映させたものを推計 し、「1子来見通 し」を補 ll:す ることによっ

て、生 じた乖離から控除している。推計方法の詳細は、章木の補遺 1を参照のこと。

(1)積 立金の実績と将来見通しの乖離
い1民年金を含めた各制度における積立金の実績 (実績推計)と 将来見通 しの乖離を

みると、運り‖環境が好調だつた 14成 17年度、18年度では、実績 (実績推計)が将来

見通しを lil,!|つ ていたが、平成 19旬 1度以降低迷する連ナH環境の影響を受け、平成 20

年度では、厚生イ11金△4.6%、 国共済+地共済△7.4%、 私学共済△8.4%、 国民旬i金△

2.6%と いずれの制度においても実績 (実績推計)が将来見通しを ド回る状況となって

いる。なお、国共済、地共済別にみると、国共済△7.0%、 地共済△7.5%で、いずれ

も実績 (実績推計)が将来見通しを ド回つている。 (区1表 3-2-1)

将来脚1代の保険料負担を軽減する役害1を担っている積立金は、それから生ずる運用

1又人の活用とその取励iし により、将来此代の保険料負担の軽減度合いを変えることに

なる。このため、積 、上金の実績と将来見通 しとの乖離は、年金財政に影響を与える |∫

能性がある。ただし、積立金の実績が将来見通 しを下回つていても、支出等も同じよ
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うに下回つていれば、将来見通しを見直す必要がない場合もあるので、実績と将来見

通しとの差のすべてが年金財政に影響を与えるとい うわけではない。

図表 トル1 積立金

年度末

積立金

厚生年金 国共済十地共済

実績推計 1 再計算
①  l  ②

差  : 害1合
①―② l(①一②)/②

実績  1 再計算
①  l  ②

差  : 割合
①―② :(①―②)/②

平成

16

17

18

19

20

[171.3]  1675  [3.8]  [23]

[174.5]      1640      [105]       [6_4]

[173.6]      161 1      [125]       [78]

[164.4]      158.8       [56]       [3.5]

[149.9]   1571  [△ 72]  [A461

ソじF弓ツじ円 億 円   億 円   億 円    %
467,652                  2,591        06

[475,228] 465,061 [10,167]  [2.2]
475,662                  10,323         22

[504,635]    465,339    [39,296]       [84]

485,208                 16,379        35

[512,409]    468,829    [43,579]       [9.3]

489,669                 16,052        3.4

[487,537] 473,617 [13,920]  [2.9]
480,911                   1,204         0.3

[414,212]  479,707 「△35,495]  [△ 7.4]

年度木

積立金

国共済 地共済

実績

①

再計算

②

差

①一②

害1合

(①―②)/1'

実績  | 1与計算
①  l  ② '皇

  :  割合
①―② l(0-②ソ0

平成

16

17

18

19

20

億潤   億円   億円    γ)
87,034                  ∠ヽ 142       ∠ゝ0.2

腱8,564] 87,175 [1,389]  [1.6」
87,580                    374         04

[91,690] 87,206  k,484]  [51]
88,137                   630        0.7

[92,16J  87,508 [4,654]  [53]
88,142                   251        03

[88,95劇   87,891 [1,067]  [121
85,711               ど、2,lil l      △3.0

[82,1451   88,322 「△6,1771  [∧ 7.01

億μl   億円   億円    γ)
380,619                 2,733        07

[386,664] 377,886 [8,77制    [23]
388,082                  9,949        2.6

[412,945] 378,133 [34,81J   [9.2]
397,071                 15,750        4.1

[420,246] 381,321 [38,92制   [10.2]
401,527                 15,802        4.1

口98,57例   385,726 [12,8531  [3.3]
395,200                  3,815         1.0

1362,0671   391,385 「∧29,318]  「△7.5]

年度末

積立金

私ず静共済 国民イ11金

実績  1 1111卜 算

①  l  ②
差

①―②

1年1合

((1)-0)/0

実績推計 : ドj計算
lll  l  ②

差  1 害J合
①―② l(0-0)/②

F`り戊

16

17

18

19

20

億 円   億 円    億 111    %)
32,102                   115        0.4

[33,079] 31,988  [1,091]  [34]
313,180                   907        2.8

[34,7301  32,273 [2,456]  [7.6]
33,834                   1,009         3.1

[35,563] 32,825 [2,7381  [8.31
34,677                  1,1134        :3.4

[34,3281  33,542   178制    [2.3]
34,366                ´ゝ46      ど、0.1

131,523]  34,412 1△ 2,8891   1∧ 8.41

りじ円    り
`円

    兆円     γ)

[117]   110   [07]   [6.7]

「12.0]       10.8       [1.2]      [11 0]

[11 7]        10.6        [1.1]       [9.9]

「10.8]        105       [0.3]       「2.5]

[10.lJ    10 4  [△ 0.3]  [△ 2.6]

注1厚生年金、国民11金の実績推計については、用語解説 1厚生年金の実績推計」の項を参照υ)こと。

`t2[]内
は、時価ベースであるしなお、平成 15～ 20年度の厚生年金。国民年金の実績のI lσ)値は、旧年金福祉事業国

からの承継資産に係る損益を含めて、年金穫立金管理運月]独立行政法人 (17年度以前は旧年金資金運用基金)にお

ける市場運 lII分の運用実績を時価ベースで評価したものである。承継資産に係る機益分の厚生年金・国民年金への按

分は、厚生年金・lfl民年金のFLII立金の元本平均残高の比率により核分することによリイサつている。

注3平成 17年度以降の再計算の数値は、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担について、平成 16年改正後の引 L
げ分を反映した加11値であり、年金数理部会にて推計した。

注41国共済 1地共済Jの実績については、年金数理部会にて推計した。
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第 3章◆平成 16年財政再計算結果との比較

(2)運 用利回りの実績と将来見通しの乖離
公的年金では、長期的には、保険料や給付費が概ね名 目賃金上昇率に応 じて増減す

ることから、運用利回りの実績と将来見通 しとを比較する際は、名 目運用利回 りが名

目賃金上昇率を上回る部分 (以下「実質的な運用利回り」という。)で比較することが

適当である
注
。なお、名 目賃金上昇率には、年金額に運動するという意味で、年齢構成

等の変動による影響を除去した後の一人当たり標準報llill額の増減率を用いる。

注 実質的な運用利回り=(1+名 目運用利回り)/(1+名 目11金上昇率)-1
用語解説「実質的な運用利回り」の項を参照のこと。

図表 3-22 名 目運用利回り 実質的な運用利回り

″、lr it済

名 111[′ ‖利 LIIt'

た質的な運用和l回り

17

lH

]:'

じ0

17

18

11〕

20

17

1ド

19

2()

14均

16年 11政 lll計算 li1/p前提
名 Hiり ll口 1「1り

17

18

19

20

名日賃金 Ll111

17

18

19

20

実質的な運用利いlり

17

18

11)

20

1(1■ 平 均

Lレ I

[6.82]
[3. 1 {)J

IA3.5ll
Int.s:1

40.i7
0.01

n 0.07

40.16

17.00 |

13.09 j

Ia3..li]
[A6.5el

fn ().161

243
302
3 1H

12()

15311]

12.71)1

1∧ 0531

1∧ 3891

0.19

∠10013

∧011
′、001

lrl 161

[2.821

[∧ 0091

[△ 388]

|()911」

359  1ド ll]
402  「336]
302 「∧312J
085 [∧ 6791

()19

′、O X3

/↑ 0ゝ71

∠ヽ 1 28

339  18231
189 「4231
376 「△2731
215 [A5591

311   1()75]

4.1(i [5.i81
3.76 ll.07l
3.1,1 [a:i.81]

40.23 [47.(izj

n 0.70

n 0.82

a0.tifJ
a0.slJ

.t.rJg lri.53l

.1.62 ll.e3;
3.8.1 [A:.l,ll
o.3s ln 7.orJ I

3.:]7 10.27 |

1 1ヽ

221

251
300

113

20
21,

27

050
021

021

030

01〕

16
23
26
30

13
20
23
27

03
03
013

03

03

13
20
23
27

0:3

0i3

01]

03

013

7Ll 名日賃金 L昇率は、年齢構成の変動による影響を除いた L昇率である。
注2実質的な運用利 llllり とは、次のとおりである.
(1■ 名日運用利「1り )/(11名 日賃金上男‐率) 1

7113 1 11プ,は、日寺lllF′く――ス
ー
oル)るで、

注4厚生11金の財政計画 11の //.目 運用利回りは、自主運用分の利回りの前提に財投預託分の運用利回りを勘案して設定し
た数値である。

llF生
`|'金
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平成 20年度における実質的な運用利回 りの実績をみると、厚生年金△6.59%、 国共

済△3.88%、 地共済△5.59%、 私学共済△7.08%と なってお り、各制度 とも財政再計

算における実質的な運用利回 りの前提 0.3%を大きく下回ることとなつた。

実質的な運用利回 りについて、平成 17年度から 20年度までの 4年平均でみると、

厚生年金は△0.16%と なってお り、同時期の財政再計算における実質的な運用利回 り

の前提 0.3%をやや下回つたが、国共済、地共済はそれぞれ 0.93%、 0.75%と なって

お り、財政再計算の前提をやや上回つている。また、私学共済は 0.27%と なってお り、

財政再計算の前提 とほぼ同程度 となっている。

(3)平成 20年度末積立金の乖離分析の方法

人 口要素
注
、経済要素

注
などは収支を左右 し、その結果 として生ず る収支残の累積が

積立金を形成 していることか ら、人 |1要素や経済要素の実績 と将来見通 しとの乖離は

積 立金の実績 と将来見通 しとの乖離幅に影響を与えることになる。

そ こで、運用利卜|り が人 |1要素 と関係なく経済要素のみに左イfさ れるものであるこ

と、人 に1要素はもっばら運用収入以外の収支残に影響す るものであることに着 日して、

横立金の乖離をまず、

○運用利回 りの実績が将来見通 しと異なつたことで発生 した乖離

○運用lll入以外の収支残が将来見通 しと異なったことで発41した乖離

に多)け ることにう
~る
。

湖1 人口要素には将来人「l、 死亡率、被保険者数見通し、人権率、脱退率などがある。経済要素は11
に名日賃金上昇率、物lllli li昇率、名田運用利回りである。

具体的には、平成 20年度末の積立金の実績が将来見通 しと乖離 した要因を次のよう

に分け、それぞれが寄 lJ‐ した分を計算する
..1

0｀F成 16年度末の積立金が将来見通 しと異なったことおL2

0平成 17～ 20年度の 「運用収入以外の収支残」注3が将来見通 じと異なったこと

○平成 17～ 20年度の名 ‖運用利 llllり が将来見通 しと異なつたこと

注 1 各要因が平成20年度末の積立金の実績と将来見通しとの乖離に寄与した分の計算方法は、章
末の補遺2参照のこと。なお、 ・般的に、寄与分の計算結果は、計算方法によつて若干変動する
場合があるが、本節では、補遺2で示した算式。計算順によつて計算したものである。

潤12 各市り度の将来見通しは平成 17年度以降について作成されているため、平成 16年度以前に遡
って乖離の内訳を計算していない。

注3 運用収入以外の収支残とは、運用収入以外の収支項目でみた収支残のことである。
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さらに 「名 目運用利回りが将来見通しと異なったこと」の寄与分を

○実質的な運用利回りが将来見通しと異なつたことの寄与分

○被月]者年金制度全体の名 目賃金上昇率が将来見通しと異なつたことの寄与分 (実

質的な運用利回りは将来見通 しどおり)

に、「運用収入以外の収支残が将来見通しと異なったこと」の寄与分を

○名 日賃金上昇率
注1が
将来見通 しと異なったことの寄与分

○名 日賃金上昇率以外の経済要素
注2が
将来見通 しとjlな ったことの寄与分

○人口要素等が17来見通しと異なったことの寄与分

に分け、それぞれの寄与分を計算 した
注3。

.注 1 ドj評価率表の改定中二i(年金額のlt金スライ ド)を規定する基礎となる企被用者年金制度でみた
1人 当たり名「111金上昇率である.

712 1)保 1倹料収人に直接影響する:11該制度の 1人当たり名卜l tt全 ll昇率と、全被用者年金制1■でみ
た 1人当たり名IJ賃金 11ケ「率との差、2)毎年υ)年金改定率 (物価スライ ド率等)と 全被用者年金

制度でみた 1人当たり名卜1賃金 11)「率との差、の 2つからなる、ァなお、運りll収入以外の1又支残に

実質的な運用利|● |り は影響しない。

た13 il・算方法の詳細‖は 11木のれわ遺 2参 1{(の こと。

なお、共済各制度の積 、ア金や運用収人の実績には簿価ベース及び時価ベースがある

が、両者について乖期1分析を行った。 この際、本来簿価、時価別の概念のない運用収

入以外の収支残のベースを,li者で合わせるため、簿価ベースの運用収入には 1卜:味運用

‖又人注を用いることとした。

注 本報riにおける共済11度のlH味運用収入とは、決算 11の運用収入 (簿価ベース)からイ「価証券売
却損等の費用を減じた収益額である(,

私学共済は、平成 18、 19年度に固定資産についての損益外減損処理を行つているが、

本乖離分析上は年度末において当該処Flを 一括処理 したものとしている。
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図表 3-2-3 「平成 20年度末積立金の実績と平成 16年財政再計算における将来見

通 しとの乖離状況」における分析の流れ

⇒
⇒

吟
⇒

⇒
⇒

⇒
⇒

7年度に係る名 目
将来見通じと共なつたこと
こよる寄与分

に係る実質的な■||■

孵暑ι翼誉騨蟻
8年度に係る名目賃金上昇率
見通しと異ならたこと

1よ る

9年度に係る名目賃金上昇率

将来見通嗅と異なつたこと
こよる寄与分 |||

に係る.名 目賃金上‐4・率
通しと異なった

.こ

とヽ
こよる寄与分■■

☆ 損益外減損処理

郡
麗

―

と

，融一摯
矮
一
じ
一与一つ

名‖運用利回りと実質的な運用利回り′)関係

名‖運用利回り 実質的な運用利 ll・ lり
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(4)乖離分析の結果

図表 3-24は 、乖離分析の結果を発生要因別にまとめたものである。

厚生年金における積立金の実績と将来見通 しとの乖離の割合 (将来見通 しに対する

乖離の割合)△ 4.6%を発生年度別にみると、平成 16年度以前 2.5%、 平成 17年度 3.9%、

平成 18年度 1.0%、 平成 19年度△4.0%、 平成 20年度△8.0%と なっている。国共済

十地共済、私学共済でも同様の状況にあり、国共済十地共済では、全体の乖離△7.4%

に対 し、平成 16年度以前 2.1%、 平成 17年度 5.5%、 平成 18年度 0.6%、 平成 19年

度△5.5%、 平成 20年度△10.1%、 私学共済では、全体の乖離△8.4%に対 し、平成

16年度以前 3.1%、 平成 17年度 3.5%、 平成 18年度 0.5%、 平成 19年度△5.0%、 平

成 20年度△10.5%と なっている。発生年度別では、各制度ともに、平成 18年度まで

は破立金の増加に、平成 19年度以降は積立金の減少に寄与する結果となっている。

平成 17年度以降に発生した村i立金の乖離について発41要因別にみると、

1)名 日運用利回 りによる影響は、乖醐1の大部分を占めてお り、積立金の減少に大き

く寄与したこと

2)名 目運りll利 |1可 りのうち、実質的な運用利回 りの影響は積立金のよ韓加に寄与したが、
名 日賃金上昇率の影響が積立金の減少に大きく寄与したため、全体として積立金を

減少させる方向に作用 したこと

3)運 用収入以外の収支残のうち、名 日賃金上昇率以外の経済要素の影響は、各制度
ともに村it金の減少に寄与したこと

4)厚 生イF金では平成 18年度以降、人日要素等の影響が積立金の1曽加に寄与している
こと

などが表れている。

各制度とも名 H賃金上昇率以外の経済要素が積立金の減少に寄′テしたのは、猛 日賃

金上昇率に対する年金改定率の比率が将来見通 しより大きかつたことによる影響と考

えられる。

また、IJ共済、地共済については、被保険者数の実績が将来見通しを下回つたこと

により積立金が減少する方向に作用しているが、人「1要素については、将来見通 しと

乖離すると、ただちに将来見通しの水準に回復するとは考えにくいため、この乖離が

財政に与える影響について留意が必要である。
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図表 卜か4 平成 20年度末積立金の実績 と平成 16年財政再計算における将来見通しと
の乖離に対する各発生要因の寄与分

将来見通しとの の発生要因 私学共済

億 円 億 円 億 円
③20年度末積立金の将来見通しとの乖離

72

① 16年度末積立金の乖離分 [39

に係る発生要関の寄与分計)

[10,292] △156 [1,437] 3,059 [8,855] 128 [1,079]

兆 円 円 億 円

35.495

億円

∠ゝ 2、611

[26,500]

[26,975]

[32,992]

[△ 6,017]

[△ 475J

[84]

[△ 615]

558

752

2,(〕 10

∠ゝ 1,289

△ 194

19

∠ゝ 158

△ 555

[2,694]  255
[3,959]      636

[12,7521     2,520

[△ 8,793] △1,884

[△ 1,266]  △381
[137]   37
[△714]  △ 181
[△659]  △238

[426,.1rJ1] A.r03
lL2:1,7871 .le.r

[412,82.1] r,692

[410,e63] 42,1e8
[n 2,695] aligu

I22rl ris

[n1,2r.i8] a3r2
LA I,630J A6so

LA48,1991 ∧2,861
1∧ 13,2511 △1,54.1
「∧28,3131  1,211

[△ 11,938] ム2,755
「A5,2481 △1,320
[11851   1()1
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「△36,104i   33R
14,6071     8,461
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「△9,68`11 ∧2,793

:829」    222
「△3,9651  ∧929
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△46
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1,342   [1,657]
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3    [3]
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33   [291
70 [1621
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ど、823
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年
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年
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(lS年度に係る考ё生要因び,寄与分計)

(19年度に係る発生翼因′)寄与分計)

,こ生要因の
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7L[」内は、時価ベースである。また、ll～⑨、☆、☆は、図表 323、 図表 326′)`"～⑨、☆、★に対応する。
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平成 20年度末 の将来 100とした の害1合
将来見通しとの乖4tの 私学共済

%
⑥20年度末償立金′‖子来見通しとのlFLllt

[△46
%     %
03  [△ 74]

① 16年度末積立金の lFL出世分 06  [21]

=係
る発生要因σ,寄与分計) 17    [55]

18    [5 fD]
33      [69]
△ 14  [△ 13]
△01  [△ 01]
00   [00]
△01  [△ 01]
00   「00]「△03

(18年11に係る発生|だ因′)寄与分計)

%
∠X30
∠ゝ02

%
[△ 70]

|∧ 8.61

1∧ 561

1321

lA8 81

[A311
[021

1∧ 101

1Λ 23]

%
△75]

[60]

[61]

[73]

[△ 12]

[△01]

I()0]

[△ 01]

[00]

[07J

L091

[2 7]

[△ 181

[A02〕

[001

[△ 011

[△ 01]

[△ 591

[△ 511

[A32]
「A23」

IA05]
「()01

[A031
[∧ 03

ln lo.rjl
lAe.s I

In6.ll
LA3.1l
tA1.ol

[0.I I

[Ao.3l
luro.s ]

I∧ 981
「△X01

1()51

「A811
[△ 181

1021

[△081

1A121

%
10

%    %
△01 [△ 84]

23 04   [31]

17

年

度

18

`1■

lt

{19イ|][|「 係る発41要 lJdの

l ll

`「
′t

(20年 11に係るた′li要因′,寄与分議ll

{17ヽ 201■蠍r係ろ発li要因び)常,与分「|)

17

|

20
イ
11

度

言「

r.2 lo.ol
1.5 [0.a1

3.0 12.7l

L2.1 t^l.rJl
l\0.3 [40.31

o.o lo.ol
ao.i [n 0.2]
,\0.: [n 0. l.]

l\0.:.r Ln 5.5 |

o..l tns.ol
:r.9 [,\2.7]

a3.5 [n:.3 |

n 0.6 [n 0.6.]

0.1 lo.o l

n 0.3 fn 0.3 |

n 0..1 1a0.3 |

∧31 「A1011
△20  1∧ 901
1l   L△ 5.91
A31  [A311
△11  [∧ 111
()1    1()ll
∧03  [∧ 031
∧0.9  1∧ 0.91
A01   :A9.51
lH  [△ 75i
l()9    110]
∧91  「∧8.51
△21  「△20]
02   [0.21
∧09  1AO.81
∧14  「∧14]

[34]

[3 6]

[19J

[△ 13]

[△ 02]

100]

[△ 02J

∠↑、01

[0.1]  14
[011   17
[211    38
[△201   △21
[△011   △03
[()()1    00
[△021   △02
[△ 02]  △01

L△391   △ol
[△291    04
[△051    29
[△24J   ∧25
[△ 10」   △05
L()lJ    00
[Λ031   ∧03
1△071   △03

1/)、 8.21

1Λ 6`71

[∧ 35]

[∧ 311

1△ 151

1011

1△ 031

/,、 1〕  l

∠
へ
、21
1()

/^、 31

/1、 1 0

01
7へ (ヽ)13

/,、 ()ド∧ 1.31

24   [35]
2 5       [3 6]

39     [48]

△ 14 [△ 12]
△01 [△ 01]
00  [00]
△02 [△ 02]
01   [01]
()2  [05]
11 [15]
3 4       [3 3]

△20 「△ 18]
△01 「△01]
00   [001
△02 [A01]
01  [01]
△ll  lA1 01

0.3 lAs.ol
0.5 fz\ f.irl
2.e [n J.6J

a3.l ta3.3l
n 0.3 ta0.3l

().() lo.()l
./\0.3 [1'0.3.]
Ao.o l^o.ol

o.() [o.o I

∧31「 ∧1051
∧31 「∧1()21
A00  1∧ 71J
△31 「∧311
△03 「∧03]
00   1()Ol
∧02  1∧ 021
A01  1A01]
/↑、05
113

102
△81)

/ゝ 07
01
A()9
01
△ 11

iAl1 51

L△ 991

[∧ 161
「A831
[A07」

101]
「△081

1().ll

「△09

帥
年

度

[39]

[44]

[58]

[△ 14]

[△ 04]

[01]

[△ 02]

[10J

108]

[」 8J

[△ 20]

().21

1{)1]

[∧ 031

LO l]

L△ 101

[ム 131

[Al.91

[A211
1()|;|

1011

[AOl]
106〕

IA8 01
「∧81]

|∧ 19]

[A321
1()11

1()11

[∧ 011

1()1]

L△ 7.11

1∧ 721

117」

[∧ 9()J

I()21

10.3]

[△ 121

11.11

06
09
23
∠ゝ 1 5

△02
00
△02
△01

20
21
35
△ 1 4

△01
00
∠ゝ01
00

()2

21
11 2

△91
∠ゝ 1〔 )

02
△01)

r、 1 2

()i3

07
29
△21
△01
00
△()2

△03

△05
011

30
/'、 25
△ 1 0

01
△04
/ヽ 07

△ 1ヽ 1

∠ゝ 1 7

11
∠、31
/↑、1 5

01
′へ03
/,、 1 1〕

/ヽ 28
()1

91,

△92
△32
03

/↑ 1ゝ  1

∠,、 2.1

7t l l内は、時価ベースである。また、

“"～

⑨、☆、★は、1渕表323、 |メl表 326の ll～⑨、☆、★に対応する。

国共済十地共済

(_21名 日運11利に1り

実質的な運用利「1り

名‖賃金 L IFf率

(ゆ運用収入以外′,収支 ll・

名目賃金上ケ「率

名‖賃金Lツト|″ 1外σlll斉要素

人|1要素等

①名H運月Ittllllり
実質的な運用利「1り

72 H ll金 [lケ l率
(5)運用収入以外の収支残

名H tt金 [171事

名11賃金L,11:以外υ,経済要素

人|1要素

☆損益外lltll処理

lll)名 ‖通

'1「

lll■ 1り

実質的な運用和ll「 Jり

71H賃金 li l1 1:
(')運′‖収入以外の収支残

名‖11金 Lレ1率

名‖賃金Lケ 111以外′141済要素

人日要素等

★lll益 外減11処 Fll

(3)名 ‖趣り11「11lⅢ lり
・た質的な運り|!11い |り

名‖賃金 Lケl率

11')運用収入以外υ)1又 支残

71‖ 賃金 Lレみ率

名n賃金L昇 11以外′11済要素

人日要素等

名H運用利 |●lり
実質的な運用利陣1り

名H賃金_上 昇率
lilt用収入以外の収支残

名日賃金 L外率

名‖賃金L昇率以外び11済要素

人‖磐素等

益外減llt処理

-97-



第 3章◆平成 16年財政再計算結果との比較

(5)「実質」でみた財政状況

公的年金では、長期的には保険料や給付費が概ね名 目賃金上昇率に応 じて増減する
注

ことから、積立金が名 目賃金上昇率の差によつて予測から乖離 しても、実質賃金上昇

率等が変わらなければ長力]的には概ね財政的に影響はないと考えられる。

そこで、平成 20年度末積立金における乖離について、財政的な影響が小さいと考え

られる「猜 目賃金上昇率が見通しと乖離したことの寄与分」を除き、実質ベースでの

乖離状況をみる。

図表 トン5は、将来見通 しにおいて名 目賃金上昇率の実績との違いを除いた場合の

積立金の推計1虹 と実際の積立金との乖離を名 目賃金上昇率以外の 3要因でみたもので

ある。これ ら3要因に平成 16年度末積立金の乖離分を加えたものをみると、厚生年金

6.4兆円 (4.0%)、 国共済十地共済 4,387億響](0.9%)、 私学共済 262億円 (0.8%)

となってお り、財政影響としてはプラスに働いている。

注 年金給付費に対する賃金 11昇率、物lllll上昇率の影響については、章末の相i遺 3参照のこと。
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